砂川政教分離訴訟最高裁判決（2010年1月20日）弁護団声明
　　
１　空知太神社事件（平成19年（行ツ）第260号　財産管理を怠る違法確認住民訴訟）
この事件は，砂川市が戦後，空知太神社が存在する土地の寄付をうけ、また有償取得した土地を、以後，同神社を維持・管理する空知太連合町内会に無償貸与し，同神社の境内地として無償使用させてきた行為は，憲法の政教分離原則に反するとして，無償貸与の解消（宗教的建物の収去と土地の明渡し）をもとめた住民訴訟です。
　　札幌地裁、札幌高裁とも砂川市の上記行為は憲法２０条３項に反するとともに，憲法２０条１項後段，８９条に規定する政教分離原則の精神に反するとの判断をし，砂川市長は，空知太連合町内会に対し，鳥居，地神宮並びに建物の外壁における神社の表示及び建物内の祠の収去を請求するべきだとしました。
最高裁大法廷判決は，建物収去・土地明渡し以外の方途を検討すべきとして、高裁判決を破棄・差し戻しましたが、砂川市の上記行為は憲法８９条，２０条１後段の政教分離原則に反すると明確に判断しました。
（１）最高裁判決が，本件の憲法判断の枠組みとしてまず憲法８９条を検討し，その上で「明らかな宗教的施設と言わざるを得ない」空知太神社に対する敷地の無償利用提供行為を，「憲法８９条の禁止する公の財産の利用提供に当たり，ひいては憲法２０条１項後段の禁止する宗教団体に対する特権の付与にも該当する」と判断したことは，愛媛玉串料判決ともあいまって，今後の政教分離裁判の重要な指針となるものです。
（２）もっとも，砂川市が，公有地上に存在する宗教施設の撤去・明渡しを長期間にわたり求めなかったことが，財産管理を怠る違法性があるとまでは認めませんでした。
　　　この判断は，神社施設の撤去が「氏子集団の構成員の信教の自由に重大な不利益を及ぼすものとなる」ことに配慮し，土地の氏子集団に対する譲与，有償譲渡，適正価格での貸付等の「他の合理的で現実的な手段が存在するか否か」について，裁判所が釈明権を行使すべきであったとしたものです。
（３）しかし，今井反対意見が的確に指摘するように，本件は２００４（平成１６）年３月１７日に提訴されて２００６（平成１８）年３月３日，札幌地裁によって違憲の判断が出されていました。この時点においても砂川市は，他の方法を検討し，それを主張することもできたにもかかわらず，こうした主張を行わず，現状のあり方が合憲であると主張し続けていたのです。長期間に及ぶ違憲状態の放置のみならず，こうした砂川市の応訴態度からすれば，最高裁は砂川市の上告を棄却すべきでした。
（４）いずれにしろ，この違憲判決は，戦前の公権力と神社神道との結びつきがいまだ解消されず，地方自治体の財産が適切に管理されない状態になっていることに対する大きな警鐘といえます。国や地方自治体は，今後，神社と町内会や自治体との結びつきを習俗的なものとして，癒着の状態を放置することは許されないことになります。
２　富平神社事件（平成19年（行ツ）第334号　財産管理を怠る違法確認住民訴訟）
この事件は，砂川市が，戦前，住民から寄付を受けた富平神社が存在する土地を，日本国憲法施行後も，神社境内地として無償使用させ続け，住民監査請求を受けたあと，富平神社を維持・管理している富平町内会を地方自治法上の地縁団体として認可し，これに上記土地を無償譲与した行為は，神社神道を援助・助長・促進し他の宗教を圧迫・干渉するものであり，憲法の政教分離原則に反するとして，無償譲与の解消（所有権移転登記の抹消登記）を求めたものです。
札幌地裁，札幌高裁とも地縁団体富平町内会は宗教団体ではなく，また，上記無償譲与は市有地上に神社が存在している事態の解消を目的としているなどとして，憲法の政教分離原則に反しないとしていましたが，最高裁大法廷判決も，これを支持しました。
（１）まず，判決が，富平町内会に対する境内地の無償譲与につき，市と本件神社ないし神道との間に，我が国の社会的，文化的諸条件に照らし，信教の自由の保障の確保という制度の根本目的との関係で相当とされる限度を超えるかかわり合いをもたらすものということはできず，憲法２０条３項，８９条に違反するものではないとした点は，最高裁が空知太神社事件で採用した新基準（相当限度論）及び従来の目的効果基準の曖昧さを露呈し，政教分離原則の実現を足踏みさせるものとして批判されなければなりません。
（２）判決は，日本国憲法の政教分離原則が，神社神道と公権力の結びつきによって多大の弊害を生じたことへの反省，そして多様な思想，信条，宗教等の共存・共生を可能にする目的のために設けられたということを，十分配慮しなかったものです。
　　　そもそも，町内会の構成員はすべてが神社神道の氏子とは限らないにもかかわらず，自治体が町内会を地縁団体として認可し，境内地である公有地を無償譲与することは，結果として，地域社会において，特定の宗教を援助，助長，促進し，かつ，他の宗教に対し圧迫，干渉を加え，ひいては一人ひとりの地域住民の思想，信条，宗教などの自由を侵害するものであり，人権尊重の立場から早急に改められる必要があります。
　　　こうした事態の適正化は、町内会ではなく氏子集団が、無償ではなく適正価格で宗教施設の敷地を買い取り、所有者となることなどによって図られるべきといえます。
３　政教分離原則が，国や地方自治体等の公権力から個人の思想，信条，宗教等の精神的自由を解放するという重要な機能をもっていることは今回の違憲判決及び合憲判決によってもかわりません。原告，弁護団，支援団体としては，今回の違憲判決をさらに前進させ，今後も政教分離原則が日本の社会にしっかりと定着するように，一層奮闘する決意です。そして，いやしくも政教分離原則を緩和するような憲法２０条等の変更や平和主義にかかわる憲法９条の変更はしないということをこの機会に確認したいと思います。
以上
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